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補助事業実施計画書 
1. 補助事業の目的 
企業間取引のサプライチェーンと、金融のネットワークとの連携を実現するために、平

成２０年度経済産業省中小企業庁「中小企業ＩＴ経営革新支援事業」で構築した「共通Ｅ

ＤＩ基盤: ＩＴクラウド」を活用して、「全銀システム（全国銀行データ通信システム）」

との「金融ＥＤＩ連携」の実証実験を実施する。 

豊田商工会議所会員企業等がモデルとなり、「ＥＤＩによる業務の効率化（請求・支払等）」

及び「物流・商流・金流との連携（迅速な支払等）」等の実証実験を実施する。そして、「金

融ＥＤＩ連携」により決済等に伴う事務処理における課題が解決できるか評価する。 

また、各種情報項目（支払メッセージ等）を整理して、日本からグローバル・スタンダ

ード「国際ＥＤＩ標準；国連ＣＥＦＡＣＴ」を提案する。 

 
2. 補助事業の内容 
「業務連携クラウド検討ＷＧ」の連携体制で、「日本銀行」・「国連ＣＥＦＡＣＴ」・「ＩＴ

コーディネータ協会」・「各金融機関」等の支援及び協力により、豊田商工会議所会員企業

等がモデルとなり、「ＥＤＩによる業務の効率化（請求・支払等）」及び「物流・商流・金

流との連携（迅速な支払等）」等の実証実験を実施する。また、各種情報項目（支払メッセ

ージ等）を整理して標準化する（【第１図】参照）。 

      

【第１図】：ＩＴクラウドを活用した「金融ＥＤＩ連携」の全体像 
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（ア）「受発注業務の工数低減」 
ＩＴクラウドを活用した「金融ＥＤＩ連携」を実施するには、「ＥＤＩ処理」をす 

る必要がある。「ＥＤＩ処理」していない場合、まずは受発注を「ＥＤＩ処理」する。 

そして、ＩＴクラウドを活用した「金融ＥＤＩ（各種明細等）モジュール」を実施 

する。そのことにより「受発注業務の工数」を低減する（【第２図】参照）。 

 

          【第２図】：受発注処理を「ＥＤＩ処理」 

 
 

①「金融ＥＤＩ（各種明細等：支払明細・請求明細等）モジュール」の提供 
 

＜入力する情報＞ 
・受発注情報（注文・受注・出荷・入荷・検収等）＜ＥＤＩより入力＞ 
    
＜機能＞ 

  ・受発注情報から、請求・支払等に必要となる「支払明細」・「請求明細」等を作成す 
る。 
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（イ）「受発注後処理業務の工数低減」 

ＩＴクラウドを活用した「金融ＥＤＩ連携」において「ＥＤＩ処理」しているが、 

「他システム（財務パッケージ等）」との連携ができておらず、データを再入力して 

いる場合、ＩＴクラウドを活用した「金融ＥＤＩ（他システム変換）モジュール」 

を実施する。そのことにより「受発注後処理業務の工数」を低減する（【第３図】参 
照）。 

       【第３図】：「金融ＥＤＩ連携」の他システム変換モジュール 
 

 
    ②「金融ＥＤＩ（他システム変換：財務パッケージ等）モジュール」の提供 
 
＜入力する情報＞ 
・受発注情報（注文・受注・出荷・入荷・検収・請求・支払等）＜ＥＤＩより入力＞ 
 
＜機能＞ 
 ・従来、手作業等で入力していた情報を、受発注情報から他システム（財務パッケー 

ジ等）にデータ変換する。 
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（ウ）「請求・支払・振込・入金業務の工数低減」 
「ＥＤＩ処理」と「金融処理」との連携をするには、ＩＴクラウドを活用した「金 
融ＥＤＩ（各種金融連携）モジュール」を実施する＜ＩＳＯ２００２２（国際標準） 

に対応＞。そのことにより「請求・支払・振込・入金の業務工数」を低減する（【第 
４図】参照）。 

      【第４図】：「金融ＥＤＩ連携」の各種金融連携モジュール 
 

 
③「金融ＥＤＩ（ＥＤＩ情報）モジュール」の提供 

 
     ・ＥＤＩ情報：全銀システムとＥＤＩを連携するための情報 

 
＜入力する情報＞ 
・受発注情報（注文・受注・出荷・入荷・検収・請求・支払等）＜ＥＤＩより入力＞ 
 
＜機能＞ 
 ・金融機関と連携するために必要となる「ＥＤＩ情報」を作成する。 
 

 ＊従来は全銀フォーマットにおいては「ＥＤＩ情報：２０桁」としていた。しかし、 

ＩＳＯ２００２２（国際標準）では「ＥＤＩ情報：１４０桁」となり、入力項目 

を再度検討して「ＥＤＩ情報」を標準化する。 
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    ④「金融ＥＤＩ（ＰＯ情報）モジュール」の提供 

 
・ＰＯ情報：受発注情報を担保にした「動産担保融資」に必要とする情報 

 

＜入力する情報＞ 
・受発注情報（注文・受注・出荷・入荷・検収・請求・支払等）＜ＥＤＩより入力＞ 
 
＜機能＞ 
 ・金融機関が動産担保融資に必要とする「ＰＯ情報（ＰＯファイナンス）」を作成する。 
 

＊金融機関等との調整により、動産担保融資に必要とする「ＰＯファイナンス情報」 

を検討して標準化する。 

 

 

    ⑤「金融ＥＤＩ（新Ｉ／Ｆ：ＸＭＬ（pain）変換）モジュール」の提供  

 

＜入力する情報＞ 

・受発注情報（注文・受注・出荷・入荷・検収・請求・支払等）＜ＥＤＩより入力＞ 

 

＜機能＞ 

 ・金融機関と連携に必要な「支払メッセージ」を新Ｉ／Ｆ：ＸＭＬ（pain）に変換す 

る。 

 

＊金融機関等との調整により、を「支払メッセージ（「ＥＤＩ情報」・「ＰＯ情報」等）」 

を検討して標準化する＜ＩＳＯ２００２２（国際標準）に対応＞。 

 

 

⑥「金融ＥＤＩ（新Ｉ／Ｆ：ＸＭＬ（camt）変換）モジュール」の提供 等 
 

＜入力する情報＞ 

・金融機関からの新Ｉ／Ｆ：ＸＭＬ（camt）情報 

 

＜機能＞ 

・金融機関からの｢支払メッセージ｣新Ｉ／Ｆ：ＸＭＬ（camt））からＥＤＩ側「支払メ 

ッセージ」に変換する。 
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（エ）「他ＥＤＩ等」との連携 
「他ＥＤＩ等」と「金融処理」との連携をするには、「他ＥＤＩ変換モジュール」を 
実施する。そのことにより「請求・支払・振込・入金の業務工数」を低減する（次 

ページ【第５図】参照）。 
 

 
【第５図】：「金融ＥＤＩ連携」の他ＥＤＩ変換モジュール 
 

 
    ⑦「金融ＥＤＩ（他ＥＤＩ変換）モジュール」の提供（金融連携のみ利用） 
 
＜入力する情報＞ 

・受発注情報（注文・受注・出荷・入荷・検収・請求・支払等）＜他のＥＤＩより入 

力＞ 

 

＜機能＞ 

  ・他のＥＤＩより入力金融機関と連携に必要な「支払メッセージ」を新Ｉ／Ｆ：ＸＭ 

Ｌ（pain）に変換する。 
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3. 補助事業の実施方法 
本事業で構築するＩＴシステムは、「ＥＤＩ」と「金融」とを連携するために必要なシス

テムとする。また、「ＥＤＩ」と「金融」とを連携するためには、まず受発注処理が「ＥＤ

Ｉ」する必要がる。そして、ＩＴクラウドを活用した「金融ＥＤＩ各種モジュール」を実

施して評価する。（【第６図】参照）。 
 

 
【第６図】：ＩＴクラウドを活用した「金融ＥＤＩ連携」のＩＴシステム概要 
 

（ア）実証実験企業の選定 
本取り組みの対象となる中小企業は、「商工会議所モデル」として、「豊田商工会 
議所会員企業」を中心に選定する。また、地域特性を無くすために、他地域におい 
ても数社選定する。 

 
    ＜愛知県豊田市地区＞ 

・豊田商工会議所会員企業（約９社程度）＜中小企業＞ 

     ＜愛知県刈谷市地区・愛知県岡崎市地区等＞ 

         ・その他地区企業    （約４社程度）＜中小企業＞ 
 
     ＊豊田商工会議所とは調整済み（会員企業約６０００社から企業を選定する） 
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（イ）実証実験の実施検討 
①「業務連携クラウド検討ＷＧ（愛知県・豊田市・豊田商工会議所等）」 

   →本事業の主体委員会となり、実証実験の企画・検討・評価等を行う。 
 
②「国連ＣＥＦＡＣＴ日本委員会／サプライチェーン情報基盤研究会（ＳＩＰＳ）； 

        国際業界横断ＥＤＩタスクフォース・金流商流情報連携タスクフォース」 

→本事業の実証実験で検討した「各種メッセージ（支払メッセージ等）」を定義 
して、「国際ＥＤＩ標準」として国際会議「ＡＦＡＣＴ」及び「国連ＣＥＦＡ 
ＣＴ」等へ提案する。 

 

③「ＩＴコーディネータ協会：中小企業情報基盤推進委員会」 

  →本事業の実証実験は、中小企業情報基盤推進委員会の実証実験にも位置づけ、 
委員会において実験内容の検討及び評価をする。 

 
（ウ）実証実験の実施内容 
①「受発注業務の工数低減」 

「ＥＤＩ処理」していない中小企業は、まず「ＥＤＩ処理」を行い、ＩＴクラウド 
を活用した「金融ＥＤＩ（各種明細等）モジュール」を実施する。そして、「受発注 

業務の工数」等を評価する。 

 

・受発注業務の処理件数・処理工数・処理ミス件数等＜実施前／実施後＞ 

 
＜実証実験企業＞  約１３社程度に対して実施 
①「金融ＥＤＩ（各種明細等：支払明細・請求明細等）モジュール」 

        を利用する。 
 

②「受発注後処理業務の工数低減」 

「ＥＤＩ処理」はしているが、「他システム（財務パッケージ等）」との連携がされ 

ていない企業に対し、ＩＴクラウドを活用した「金融ＥＤＩ（他システム変換）モ 

ジュール」を実施する。そして、「受発注後処理業務の工数」等を評価する。 

 
・受発注後処理業務の処理件数・処理工数等＜実施前／実施後＞ 

 
＜実証実験企業＞  １社（さくらワーク）に対して実施 
②「金融ＥＤＩ（他システム変換：財務パッケージ等）モジュール」 
を利用する。 
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③「請求・支払・振込・入金業務の工数低減」 
ＩＴクラウドを活用した「金融ＥＤＩ（各種金融連携）モジュール」を実施する。 
そして、「請求・支払・振込・入金の業務工数」等を評価する。 

 

 
・請求・支払・振込・入金の処理件数・処理工数等＜実施前／実施後＞ 

 
＜実証実験企業＞  約２～４社程度に対して実施 
③「金融ＥＤＩ（ＥＤＩ情報）モジュール 
④「金融ＥＤＩ（ＰＯ情報）モジュール」 
⑤「金融ＥＤＩ（新Ｉ／Ｆ：ＸＭＬ（pain）変換）モジュール」 
⑥「金融ＥＤＩ（新Ｉ／Ｆ：ＸＭＬ（camt）変換）モジュール」 

 

＜実証実験企業＞  約１～２社程度に対して実施 

⑦「金融ＥＤＩ（他ＥＤＩ変換）モジュール」 
 
 

④その他 
本事業の実証実験で検討した「各種メッセージ（支払メッセージ等）」を、「国連 
ＣＥＦＡＣＴ日本委員会／サプライチェーン情報基盤研究会；国際業界横断ＥＤＩ 
タスクフォース委員会」で、「業界横断ＥＤＩ仕様ビジネスインフラガイドブック」 
掲載の検討をする。 
 

 
     ＜成果物＞ 

「業界横断ＥＤＩ仕様ビジネスインフラガイドブック」 
         ・支払メッセージのＢＩＥ表 

           ・支払メッセージデータモデル 等 
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4.  補助事業の実施体制 

 ＜連携体制＞ 

 
①「業務連携クラウド検討ＷＧ」＜全メンバー＞ 

氏名 組織名 役割分担 

兼子邦彦 小島プレス工業株式会社 総務統括部 参事 

 

主体企業、プロジェクトマネー

ジャ、国連ＣＥＦＡＣＴ提案 

中村泰子 

 

経済産業省 中部経済産業局地域経済部産業

技術・人材・情報政策課 情報政策室 係長 

クラウド活用、国際ＥＤＩ標準 

アドバイス、ＷＧ参加 

飯田武彦 

 

総務省 東海総合通信局情報通信部 

情報通信連携課 課長 

クラウド活用、国際ＥＤＩ標準 

アドバイス、ＷＧ参加 

古澤秀雄 

 

愛知県 産業労働部産業振興課 主任主査 愛知県における経済振興、クラ

ウド活用アドバイス、ＷＧ参加 

杉本憲彦 

 

豊田市 企画政策部企画課 主任主査 豊田市における経済振興、クラ

ウド活用アドバイス、ＷＧ参加 

白井正明 

 

豊田商工会議所 産業振興部 参事 会員への説明、普及、クラウド

活用アドバイス、ＷＧ参加 

水口和美 

 

株式会社名古屋ソフトウェアセンター 

ITコーディネータ 

調査・評価、クラウド活用アド

バイス、ＷＧ参加 

高田良佳 

 

MKT-SYSTEM クラウド活用アドバイス、ＷＧ

参加 

高瀬博敏 

 

株式会社プラネッツ クラウド活用アドバイス、ＷＧ

参加 

 

＜金融協力メンバー＞ 

石嶋和志：三菱東京ＵＦＪ銀行 決済事業部 上席調査役 

山本克俊：名古屋銀行 営業統括部 副部長 

織田晴義：岡崎信用金庫 豊田支店 支店長 

田中清貴：豊田信用金庫等 事務部 部長 

 

＜支援組織＞ 

①「日本銀行金融機構局金融高度化センター」 

②「国連ＣＥＦＡＣＴ日本委員会：サプライチェーン情報基盤研究会（ＳＩＰＳ）： 

       国際業界横断ＥＤＩタスクフォース／金流商流情報連携タスクフォース」 

③「ＩＴコーディネータ協会：中小企業情報基盤推進委員会」 
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5.  補助事業の実施スケジュール 
事業工程 参加主体 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 

中小企業現地調査 小島プレス 
名古屋ソフト 
ウェアセンタ 

        

金融機関調査 

 

小島プレス 

名古屋ソフト 

ウェアセンタ 

ＰＯ 

情報 

       

システム設計 エーティーエ
ルシテムズ 

        

標準化 
（国際ＥＤＩ標準） 
 

国連ＣＥＦＡＣ
Ｔ／ＳＩＰＳ 

小島プレス 

  

 

案 

 

 

定義 

 

 

決定 

   

 

登録 

 

プログラム開発 

 

スクラッチ 

ソフト 

        

実証実験 各中小企業 
スクラッチ 

小島プレス 

        

評価 
 

名古屋ソフト 
ウェアセンタ 

        

定例会議（１／月） 

＜2011年～継続＞ 

業務連携ＷＧ 
小島プレス 
 

 

1／月 

30回 

 

1／月 

31回 

 

1／月 

32回 

 

1／月 

33回 

 

1／月 

34回 

 

1／月 

35回 

 

1／月 

36回 

 

1／月 

37回 

 
中小企業現地調査及び金融機関調査を８月上旬までに実施する。その後、８月末までに

システム設計を完了する。標準化については、システム設計で検討した「支払メッセージ」

等を、９月末までに「国際ＥＤＩ標準」として「国連ＣＥＦＡＣＴ日本委員会／サプライ

チェーン情報基盤研究会；国際業界横断ＥＤＩタスクフォース委員会」で定義して決定す

る。そして、日本から国際会議「ＡＦＡＣＴ」及び「国連ＣＥＦＡＣＴ」等へ提案する。 
プログラム開発は、９月末までに完了する。実証実験は、準備を含め９月よりスタート

して１１月末までに完了する。その後、１２月末までに評価を完了する。また、「業務連携

クラウド検討ＷＧ」定例会議は毎月実施して進捗を管理する。 
 
 
 

 
 


